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営利事業者の小型乗用車リースの仕入税額控除規
定に関する財政部の解釈通達
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営業税法において社用小型乗用車購入時の仕入営業税の仕入税額控除は認められていません。一方、小型乗

用車のリース料の仕入営業税の仕入税額控除が可能か否かについて、財政部は2022年1月7日に、小型乗用車

のリース料の仕入税額控除が認められない状況について解釈通達を発表しました。

営利事業者が9席以下の社用小型乗用車をリースで取得し、そのリースの条件が5つの項目の一つに該当する場

合は割賦購入の性質に属するとして、リース料の仕入営業税の仕入税額控除は認められないと説明しています。

社用小型乗用車のリース計画時にご留意ください。

営業税 付加価値型及び非付加価値型営業税法§19 第1項第5号の規定

仕入税額 一般購入
割賦購入

(一般購入とみなす)
リース(賃借)

仕入税額控除の
可否

控除不可 控除不可 控除可

要件

9席以下の社用

小型乗用車

（販売用及び

サービス提供用

は含まれない）

 リース期間満了時に、リース車

両の所有権が借手に移転する。

 借手がリース期間中にリース車

両の購入選択権を有し、選択権

行使日における当該車両の公

正価値より大幅に低い価格で購

入することができる。

 リース期間がリース車両の経済

的耐用年数の3/4に達する。

 リース開始日における支払最低

リース料の現在価値がリース車

両の公正価値の90％に達する。

 その他、リース車両の所有権に

付随するリスクと経済的便益が

すでに移転されたことを十分に

証明することができる。

従業員個人への報酬としての

物品又は役務に属さず、本業

及び付属業務の使用に供す

る。

 当該車両の使用が一定レ

ベル以上の従業員に限定

されない。

 車両は集中管理又は一

元管理されている。
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国税局は、営利事業者がリース業者との契約に基づ

いて支払ったリース料の仕入税額控除の可否につい

て、当該契約が「リース」に見えるか否かに関わらず、

前述の規定に基づき実質的に審査すると説明してい

ます。

国税局は以下の例を挙げて説明しています。

A社はリース業者とリース契約を締結し、9席以下の小

型乗用車を月額NT$15,000で賃借することを約定した。

当該車両はリース期間の3年満了後に無条件でA社

の所有となる。この種のリース方式は割賦購入の性

質に属すため、A社が毎月支払ったリース料の仕入

税額を販売税額から差し引くことはできない。

営利事業者が前述に属さない9席以下の小型乗用車

をリースにより取得し、従業員個人への報酬としての

物品又は役務に属さず、本業及び付属業務の使用に

供し、以下の2項目の要件を同時に満たす場合、支

払った仕入税額は販売税額から差し引くことができる。

 当該車両の使用が一定レベル以上の従業員に限

定されない。

 車両が集中管理又は一元管理されている。
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